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                       令和４年９月６日 

令和４年第５回（９月）高浜町議会定例会 

令和３年度決算 監査報告          

  高浜町代表監査委員 松 本 有 策 

 

令和３年度における高浜町の一般会計、特別会計並びに公営企業会計の歳

入歳出決算につきまして、井上順也 監査委員とともに審査いたしましたので

その結果を報告いたします。 

 審査の対象は一般会計と、国民健康保険特別会計、国民健康保険診療所特

別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、簡易水道事業特別会

計、公共下水道事業特別会計、集落排水事業特別会計、宅地分譲事業特別会

計、道路用地先行取得事業特別会計の９の特別会計と、唯一の公営企業会計

である水道事業特別会計であります。 

 審査の期間は、公営企業会計については６月２４日から７月２２日までの

間、一般会計と特別会計については７月２２日から８月１９日までの間で行

いました。 

 審査方法は、それぞれの会計の令和３年度決算書類及び出納事務などの関

係諸帳簿について、その計数、正確性を確認するとともに、適正かつ効率的

に執行されたかなど細部にわたり調査、照合いたしました。 

 また、財政運営の状況等につきましては、例月出納検査及び定例監査の結

果も活用して審査いたしました。 

 審査の結果、その計数はいずれも関係諸帳簿と符合して正確であり、その

内容も適正に処理されていたことを確認いたしました。 

 

それでは、それぞれの会計について概要を報告致します。 

 

最初に、一般会計の決算についてですが、結果としてほぼ前年度と同規模

の歳入歳出となっております。 

 

まず歳入は総額１３８億９,５１２万４１０円であり、前年度と比べて６.

８％増加しました。 

収入の主体である町税は歳入の３４.１％を占めておりますが、前年度比１

９.５％増加し、４７億４,３９８万２,２２２円となりました。 

内訳としては、所得の向上により個人町民税が約１.１％増加した一方で、
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法人町民税は１１.５％減少しましたが、町税の約８０％を占める固定資産税

が、原子力発電所の各種安全対策工事による大規模償却資産の増加によって、

前年度から２６.８％、約８億円増加した影響が大きく現れております。この

増加は今後数年間継続し、その後資産の経年減価によって漸減していくとみ

られております。 

地方交付税は３,５８８万３千円ありますが、すべて特別交付税で、普通交

付税は不交付となっております。  

次に、国庫支出金が歳入の２４.０％、３３億３,８４３万７,１１４円で、

前年度比１８.３％の減少となりましたが、その中にはコロナ関連の負担金や

補助金が約３億３千万円余含まれております。また国庫支出金の約７０％を

占める電源立地地域対策交付金は２３億４,２１３万円であり、地域医療・福

祉サービスや各種公共施設の維持運営事業等に広く活用されました。 

 次に、県支出金は１９億４,５５３万３６４円で、歳入の１４.０％、前年

とほぼ同規模でありましたが、核燃料税交付金が交付基準の見直しにより、

昨年度より２１.１％増の７億５,８８０万３千円となりました。 

ふるさと納税寄付金として、前年度比１２.２％減の５,１０２万８千円の

ご支援を頂きました。その約４５％は返礼品やサイト手数料等の経費に支出

され、約２,７９５万円が正味財政に寄与したのが実態であります。 

 基金からの繰入金は、１５億１,００３万３,０６２円と前年度の３.９倍 

あり、町立認定こども園新築工事や和田漁具倉庫改修事業等に充当されまし

た。 

 町債は新たに２億６,２８０万円を発行し、臨港線や中山観音寺線等の道路

改良事業や青郷小学校長寿命化工事などに充てられました。 

以上の歳入合計の現計予算に対する収納率は９２.９％、調定額に対する収

納率は９８.８％でした。  

 町税の収入未済額が合計で４,０４５万円、調定額の０.１％、使用料及び

手数料の収入未済額が３,３６６万５千円、同４１.３％あり、特に町税と一

部の使用料においては、滞納繰越分の収納率がごく低率に留まって毎年度同

規模の滞納を続けております。町税については５年ぶりに規則に基づいた不

納欠損処理を実施して滞納整理を行ったことは適切でしたが、税の公平や受

益者負担を確実にするために、滞納者の現状と滞納理由の確認に努め、督促

を強めながら毅然たる対応も躊躇せずに行って、滞納解消へさらなる努力を

お願いします。  

 

 歳出に関しましては、歳出総額１２９億８,２７７万３,３８１円であり、
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前年度と比べて５.１％の増加でありました。 

 今年度の歳出の特徴の一つは昨年度に引き続き、新型コロナウィルス感染

症対策関連事業でありました。令和２年度に発生した同感染症は数次の拡大、

鎮静を繰返しながら継続し、現在は第７波の最中にある状況ですが、令和３

年度中にも、感染拡大防止と、経済的影響を受けた方々を支援するための事

業が色々と実施されました。 

主なものを挙げますと、国の事業として、１～３回目までのワクチン接種

事業をはじめ、児童一人当たり１０万円を給付した子育て世帯臨時特別給付

金給付事業や、住民税非課税世帯等に１０万円を給付する臨時特別給付金事

業などがあります。さらに町独自の事業として、プレミア率１００％の食事

券を発行した高浜deいただきますキャンペーンや、全世帯に５千円分の赤ふ

ん坊や通貨を配布した燃料価格高騰対策支援事業、夏期観光事業者支援補助

金、その他があり、以上の主要なもののみで合計約３億８千万円の歳出とな

っております。町内の状況に機敏に対応し、適切、タイムリーに必要な支援

事業が執行されたと受け止めております。 

 一方で、同感染症の影響で、一旦開設した海水浴場は中途閉鎖のやむなき

に至りましたし、色々なスポーツイベントや文化事業の中止、縮小も継続さ

れました。 

 

 次に各費目別の歳出の大きなものとしましては、次のようなものがありま

す。 

 

まず総務費には、職員の端末から行政システムだけでなくインターネット

にも接続できるようにしたり、出張先から庁内ネットワークへの接続を可能

にするなどの情報化推進事業の１億１,８７９万５千円や、グリーンスローモ

ビリテｲの実証実験や内浦ぐるりんバスへの支援を行った公共交通活性化事業

の２億１５１万８千円等があります。 

民生費では、当年度の最大事業であった高浜町認定こども園の新築整備を

含む保育所整備事業の１３億８,８７２万１千円があります。当園は令和４年

４月１日に開所し、名称を公募のうえで「cocokara」としております。また

現瑞祥苑を撤去した跡地に、健康づくりと福祉サービスをトータルで提供す

る新社会福祉施設を建設するための基本設計業務等に２,１７５万６千円が投

じられました。今後、令和４年度に実施設計、令和５から６年度にかけて建

築される計画となっております。またこれに連動して、瑞祥苑横にある高浜

中学校のテニスコートを旧高浜保育所跡地に移設するための設計業務も実施
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されております。 

次に衛生費では、地域プライマリケア講座を強化し、福井大学や高浜病院

とともに推進する地域医療推進事業に６,１８４万８千円があります。 

農林水産業費では、まず７月７日にグランドオープンした海の６次産業施

設「UMIKARA」の備品費用の他、漁港荷捌施設新築工事補助などを含む高浜漁

港再整備事業に６億６９１万円、企業園芸事業を支援する園芸産地育成強化

事業１,７２４万９千円、薬草栽培を推進し加工の機械化を補助する薬草産地

化推進事業２,０９４万１千円、車持地区の圃場整備の農業生産基盤整備事業

1億５,１７３万４千円等がありました。 

商工費では、脇坂公園に公衆トイレを新設し、遊具などを設置する脇坂公

園管理事業の１億３,１０３万３千円など。 

土木費では、町道柿ケ渡線新設事業に３億７,５３６万４千円、中山観音寺

線改良事業に１億６,７０７万円、原子力災害制圧道路三山線新設事業に３,

２５６万円、和田地区雨水対策事業の基本設計に１,４２６万７千円など。 

教育費では、小中学校の教材費無償化や統合型校務支援システム導入など

を行った教育支援事務事業の３,６８２万円、青郷小学校校舎の長寿命化工事

を行った小学校施設整備事業に２億１,４３９万円などがありました。 

 

 令和４年度への繰越し事業費は１２億４,３２８万２,９４５円で予算現額

の８.３％、前年度の約７２％増となりました。繰越しの理由としては、コロ

ナの影響で活動停滞のため、地権者や地元との調整に不測の日数を要したた

め、国の補正予算による事業であるため等、やむを得ない事情によるもので

あることを確認しております。 

予算の執行率は、現計予算に対し８６.８％で前年度から２.７ポイント低

下し、翌年度繰越し事業費を除いた場合は９４.７％となりました。 

歳出不用額は７億２,６４２万８,８４８円、現計予算の４.９％で、前年度

より０.４ポイント減少でした。 

 

以上の結果、一般会計の歳入歳出差引額は９億１,２３４万７,０２９円と

なり、翌年度へ繰越すべき一般財源５億２,４５７万４,９４５円を差し引い

た実質収支額は、前年度から２４.１％増加し、３億８,７７７万２,０８４円

の黒字となりました。また前年度実質収支額を差引いた単年度収支も、７,５

３８万４７３円の黒字でありました。 

 

 次に、９つの特別会計の決算でありますが、歳入総額３５億７,８７３万７,
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３６５円、歳出総額３５億２,９２６万８,４７４円であり、前年度と比べて

歳入で３.６％、歳出で３.３％いずれも増加となりました。 

国民健康保険特別会計の実質収支額は１,３８８万１,０２０円の黒字で、

前年度の３４％減でありました。 

介護保険特別会計の実質収支は３,２５１万５,４２７円の黒字で、前年度

比１０１.９％増でした。 

宅地分譲事業特別会計では、今年度２区画が売却され、１,２３０万４,８

００円を一般会計に繰出しております。 

道路用地先行取得事業特別会計は、町債２,５００万円を発行して事業費に

充てておりますが、用地取得事業の進捗率は令和３年度末時点での面積ベー

スで約７８％となっており、令和４年度が最終年度となります。 

 

 次に公営企業会計の水道事業特別会計ですが、給水人口が平成２９年度に

１万人を切った後微減を続けて今年度は９,５０９人となった一方で、給水件

数はアパートの増加等により前年度から２５件増えて４,８２９件となり、年

間配水量も２.７％増加して１８１万２,７９７立方メートルとなりました。

年間有収率は９４.０８％で、前年度と比べて１.７４ポイント改善し優良な

数値を示しております。 

 これにより、事業収益は２億９,３８６万１,０２２円、対する事業費用は

２億３,７７８万８,９３２円で、当年度純利益は５,６０７万２,０９０円で

前年度比５３.３％増となりました。また、難波江地係の配水管布設替工事や

配水管管路診断業務等の建設改良事業６,９９１万７､９２９円を補填財源も

充てて実施しております。 

 以上、経営状況はおおむね堅調に推移しているとみられますが、今後はさ

らに給水人口が減少し収益が減少していく一方で、経年化率が８１％になる

管路の更新や耐震化を計画的に進める必要があり、また上水道センターの更

新も控えております。現在は近隣自治体と比較して低位にある水道料金を今

後もできるだけ維持しながら、設備を更新し、安全、安心な給水が持続でき

るように、財源計画をしっかり立てて事業を推進して頂くようお願いしま

す。 

 

 基金につきましては、財政調整基金や町立保育所整備基金及び町道柿ケ渡

線整備基金、その他に合計で９億３,９６６万３,４０５円の積立を行った一

方で、町立保育所整備基金や保健・医療・福祉事業基金、奨学金返還支援基

金、その他から合計で１５億３,３６９万６２円を取り崩して事業に充当した
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結果、今年度末の残高は、前年度から９.７％減少し、５５億４,８５１万４,

６５２円となりました。 

年度間の財源不均衡の調整や不測の資金需要に備えるための財政調整基金

は２６億９,３２２万円となりました。近年の最小値であった平成２８年度末

の１９億６千万円から約７億３千万円増加し、当町の標準財政規模の５０％

強のレベルに達したところですが、今後も町税収入が増加する数年間を活用

して、地方債償還等の将来負担額に十分に充当可能なところまで積み増しを

進められるよう期待します。 

 

地方債につきましては、今年度、一般会計で２億６,２８０万円と公共下水

道事業特別会計で１,４７０万円、道路用地先行取得特別会計で２,５００万

円の合計３億２５０万円の起債をする一方で、元利合わせて８億６,５３２万

２,３６９円の償還を行いましたが、年度末の未償還元金は、前年度比５.

４％減の８２億９５６万５,６０２円となお高レベルであります。借金が充当

可能基金合計額の約２倍あるという現状ですが、令和７年度末に貯金と借金

をバランスさせるという前期実施計画の達成にむけて、着実に財政力の強化

を進められるようお願いします。 

 

町財政全般につきましては、まず自主財源が町税と基金からの繰入金の増

加によって前年度から１８億９７３万４千円増加したために、自主財源比率

が１０.０ポイント改善し５７.０％となりました。 

財政の自由度を示す経常収支比率は、税収増加で経常一般財源が増加した

こと等で８３.７％と５.６ポイント改善しました。 

町の財政力を示す指標である財政力指数については、基準財政収入額が増

加したことによって、令和３年度単年度の値は前年度からは０.０９４ポイン

ト改善し１.０９１となりました。１.０を上回ったために、普通交付税は不

交付となりました。 

財政健全化判断比率については、実質赤字比率は連結実質収支が黒字であ

るため数値は無く、実質公債費率は、標準税収入額等が増加したことによっ

て、令和３年度単年度数値は昨年度より０.４６ポイント低下して７.８９と

全く問題ないレベルであり、将来負担比率も充当可能基金の増額等により数

値なしとなっております。 

以上、当町の経営状況を示す指標のいずれも、他の自治体の平均を上回る

数値であり、財政的に余裕はないが若干の政策的支出の余地を持ち、将来的

にも大きな負担を残す状況ではないといえます。 
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ただ、経営不振の第三セクター、株式会社いきいきタウン高浜の今後につ

きましては、先般、町長が民間主導の経営への移行を目指すとの方針を示さ

れており、現在その実現に向けた色々な検討と準備が進められているものと

思いますが、同社には町からの長期貸付金の残債７,６８６万５千円と民間金

融機関からの借入金残８,５８０万円があり、今後の経営移行の条件によって

は町財政に何らかの負担をもたらす可能性もありますので、これを防止すべ

く最善の対策を講じられるようお願いします。 

顧みますと、同社が園芸施設によるミニトマト栽培に乗り出した平成３０

年頃は、当町も大規模園芸を拡大し雇用を創出することを目標の一つにして

おりましたので、そのこと自体は否定されるものではありませんが、その経

営計画の内容はあまりに楽天的過ぎ、リスクマネジメントも不十分であった

ために、施設の完成が１０ケ月遅れたうえに、初めての本格的栽培で苗の病

気等により収穫量が激減したことで、一挙に経営危機に陥ってしまったとい

う経緯でした。新しい事業を始める際には、それに関する知識や技術を十分

に習得するとともに、種々のリスクを想定し備えを万全に講じておくことが

不可欠であることを改めて再認識させられた次第であります。 

町の今後の各種事業計画においても、この教訓をしっかり活かして頂くよう

にお願いします。 

 

令和３年度工事監査としましては、高浜町立認定こども園新築工事及びそ

の周辺道路改良工事、脇坂公園園地整備工事、町道柿ケ渡線新設工事の４件

について書類審査及び現地確認を実施し、いずれも計画通りの施工と整備が

なされていることを確認しました。今後は適切な運営管理のもと、最大の費

用対効果を得るような活用がなされることを期待します。 

 

 さて、高浜町におきましては、令和３年度の終了と時を同じくして人口が

１万人を切りました。今後も人口減少が緩やかに進み､少子化、高齢化や労働

力の減少が顕在化してゆき、町内の活力が衰退していく懸念が強まっていき

ます。 

 当町の主力産業である原子力発電所は、いわゆる特重施設の完成によって

稼働４０年超の運転が再開したとしても、６０年目の２０３４年から２０４

５年にかけて順次運転を停止することとされております。 

このような状況にあって、先日岸田首相が初めて次世代型原発の開発と建

設を検討するよう指示されましたが、現在の国のエネルギー基本計画には原

子力発電所のリプレースや新増設について触れられておらず、原発がすべて
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消滅してしまうことも視野に入れ、原発なき後の高浜町をどのように運営し

ていくかの難しい問題に、なんとか解答を書き込むことを迫られている状況

であります。 

令和３年度から始まった新総合計画とそれに伴う前期実施計画を推進し、

効果的で持続可能な行財政運営をベースとして、豊かな自然に囲まれた住民

主体の協働のまちづくりを実現することによって、将来の高浜町への明るい

道筋が描けるようになることを念願しております。 

 

以上で令和３年度の決算監査報告を終わります。 


